
２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点都市計画総務事務

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

1

都市計画支援ｼｽﾃﾑ運用

事
業
費

都市計画ﾃﾞｰﾀ修正・地図更新

日

回

人

回

件

財
源
内
訳

千円

都市計画に関する各種調査事務

都市計画審議会議事

一般財源

事業費計（ア）

千円

都市計画ﾃﾞｰﾀ修正・地図更新

全市民

その他

事業費及び指標の推移

70

1,154

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

評価区分

評価事業

都市計画費総務費

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

都市計画総務費標準的事業（計画Ｇ）

新規・継続

4件 0 00 0

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

国庫支出金

県支出金

地方債

千円

都市計画に関する各種調査事務

人
件
費

活
動
指
標

都市計画審議会

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分 単位 28年度（目標）

118

3,039

2,368

職員割合

57 118

千円

千円

千円

63168

2

10

2

366

1

10

77,723

10

2

10

365

2

10

2

0

11 10

78,297

2,368

0

11

3,039

4,188

27年度（目標）

5,244

2,368

77,72377,723

1

24年度（目標）

1

0

365

0 0

2,2500.300

671 2,876

2,2500.81 6,075 0.29 2,175 0.55

7,519

3,705 0.300

79,409

365

2

0

78,862

2

2

10

3,762

713

2,851

24年度（実績）

70 2,275

601

365365 366

10

5,144

25年度（実績）

0

301

0.494

11,707 4,916

323

回

回

2,293

22年度（実績） 23年度（実績）

7,279

10

千円

全市民

118

25年度（実績）

3,440

28年度（計画）

601

3,756 853

回
都市計画支援ｼｽﾃﾑ運用

⑥
活動
指標

回

26年度（計画） 27年度（計画）

件

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

手
段 日

回

人
全市民

都市の健全な発展と秩序ある整備

・都市計画審議会の運営
・各種調査の実施
・都市計画支援システムの運用
・都市計画図の維持・管理
・都市計画に関する問い合わせ対応

H26事業計画 H27事業計画

・審議会：未定
・各種調査：１０回
・システム運用：１式
・問合対応：１式

　法の目的とする都市の健全な発展
と秩序ある整備を図るためには，都
市施策の立案に必要な都市計画基
礎調査をはじめとする各種調査を実
施し，常に現況を把握していく必要
がある。
　また，都市施策を決定していく過程
においては，法定諮問機関である笠
間市都市計画審議会に審問・審議
し，決定していく必要がある。

H28事業計画
同左・都市計画審議会の運営

・各種調査の実施
・都市計画支援システムの運用
・都市計画図の維持・管理
・都市計画に関する問い合わせ対応

同左

千円

22年度（実績）

2,235

616

323

1,036

細目名 関連計画
根拠法令土木費 都市計画費

直営 ―
負担金の有無

報酬                  40,500円
職員手当て       118,373円
旅費                  20,000円
需用費    　　　　157,985円
委託料         　  572,955円
負担金             244,000円
　（計）            1,153,813円

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
―

１　土地利用
１　計画的な土地利用の推進

単年度繰返し 単年度繰返し 共催者・関係団体

事
業
期
間

開始年度

記入日

―
―

所属部課名

県補助

平成26年3月31日
都市建設部 都市計画課事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

2

10

4 4

実施手法

0

10 10

都市計画審議会議事

④
対象
指標
⑤

成果
指標

10

601

都市計画ﾃﾞｰﾀ修正・地図更新

【DO】事務事業の実施

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

千円

23年度（実績）

件

都市計画に関する各種調査事務 回

総
合
計
画

都市計画マスタープラン
都市計画法

継続

５　事務事業の目的と手段 単位

予
算
科
目

会計

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

一般

26年度（目標）

671

2,2500.300

6,243

118

4,125

款 項 目

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

都市計画に関する各種調査事務
都市計画審議会

都市計画に関する施策の調整・審議・決定

都市計画ﾃﾞｰﾀ修正・地図更新

対
象
指
標

77,723



全体総括（振り返り，反省点）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

・事業費については，審議会の報酬，都市計画支援システム保守委託料，地図印刷費等
で，既に最小限の費用としているため，更なる削減は難しい。

・地域の実態に即した都市計画の運用が求められており，そのための基礎資料となる都市計画基礎調査の重要性と，調査結果の効果的な活用に
ついて国から示されている。
・市民は，都市計画図をはじめとする都市計画情報に対して，より迅速で最新のデータで提供されることを望んでいる。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

・法定事務であり，類似する事務事業はない。

・市民に対する正確で新しい都市計画情報
の提供方法の検討。

①改革・改善案

・都市計画法に定められた都市計画審議会や，書く
法令及び国・県からの要請に基づく各種調査を廃止
することはできない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

・都市計画支援システムのデータ修正及
び地図情報の更新については，費用対
効果の観点及び成果の有効性を考慮
し，更新頻度を下げることはしなかった。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

③前年度の改革・改善案

・特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

・都市計画支援システムのデータ修正及
び地図情報の更新については，費用対
効果の観点及び成果の有効性を考慮
し，更新頻度を下げることはしなかった。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

現  状  維  持資源配分

・法定である都市計画審議会の運営や各種調査の実施は，都市計画
の運用上で重要であり，必要不可欠である。また，資源配分は既に必
要最小限のものとしており，これ以上の削減は難しい。
・改革改善案に掲げた成果の有効性の向上については，費用対効果
の観点から，最低限現状を維持していくことが必要であると思われる。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

・都市計画審議会は，都市計画の変更・決定等について審議する法定の機関であり，必要
不可欠のものである。
・市民へ都市計画情報を提供するために必要な都市計画支援システム及び地図の維持・
更新は不可欠である。
・社会実態に即した都市計画の運用のために，諸調査の継続とデータの解析が必要であ
る。

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

・都市計画に関する諸調査の資料を基に，適正な都市計画の運用が図れる。
・都市計画支援システムの効率的な運用により，市民に対し，正確で新しい都市計画情報
を提供できる。

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・ほとんどの調査が都市計画法をはじめとした関係法令に基づくものや，国・県当の関係機
関の要請に基づき行う調査であり，必要不可欠である。
・都市計画審議会は，都市計画法に定められた諮問機関であり，審議案件に応じて開催し
なければならない。

一次評価結果



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・屋外広告物の表示に関する届出・許可
・違反広告物の簡易除却

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
・屋外広告物の表示に関する届出・
許可
・違反広告物の簡易除却

同左 同左

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号【PLAN】事務事業の計画
評価区分

評価事業

2

①対象
(働きかける相手・もの）

屋外広告物法に基づく審査及び許可，違反広告物
の撤去

28年度（目標）

【DO】事務事業の実施

3,000

施策

会計
一般

１　【事務事業の全体概要及び背景】

１　美しい景観の保全・整備
１　良好な景観形成

予
算
科
目

項
都市計画費総務費 都市計画総務費標準的事業（計画Ｇ）

簡易除却作業日数

⑥
活動
指標

届出受理数
許可件数

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

簡易除却数

土木費 都市計画費
補助金の有無

終了年度

人日

款

除却届出広告

　本事務は，茨城県屋外広告物条例
に基づく事務の一部を権限移譲され
た事務であり，屋外広告物の表示の
許可及び違反に対する措置につい
ての事務を行っている。

屋外広告物

届出受理数
点

―

件

総
合
計
画

小政策

許可申請広告

補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

目
的

新規・継続

単位

許可広告数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
点

地区

0.400

26年度（目標）

86

簡易除却対象地区

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

23年度（実績） 25年度（実績）22年度（実績）単位

対
象
指
標

除却届出広告

許可申請広告

簡易除却対象地区

1,827 1,637

点

点

地区

適正な審査と許可書交付・届出の受理，違反広告物
に対する適正な措置

23年度（実績）

2,550

2,593 3,0421,961

0.40

24年度（目標）

0.25 1,875 0.34

86 43

3,000

3,086

26

25年度（実績）

3,261 3,086

3,000

273

86

180

12

27年度（目標）

30

根拠法令

1,690

―直営

撤去委託料  42,705円
　（計）　　　　 42,705円

・届出許可等：30件
・除却件数：90件

0.400 3,0000.400

平成26年3月31日
都市建設部 都市計画課

―

所管省庁義務的事業

負担金の有無

継続

所属部課名

実施手法

補助率

単年度繰返し 単年度繰返し

開始年度

記入日

―
市単独

-514 -514

点

点

点

件

614 747 538 600

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）

-495

3,000 0.429千円

千円

1,690

227177

227

600

86

600

-514

3,000

43

709

1,637

3 3

1,425

1,875

612

1,7001,700

1,827

簡易除却数

3

1,700

177

簡易除却作業日数

1,425

273

3

1,700

3

人日 6 6

事
業
費

3,000

許可件数

人
件
費

件

件

時間外

職員割合

千円

人件費計（イ）

届出受理数

単位

共催者・関係団体

3,000

関連計画

2

千円

千円

3,218

13

屋外広告物法・茨城県屋外広告物条例

2 18

3,2182,550

27 40

3,086

2

1,700

3 3

180180

22年度（実績）

180 180

12

3029

133

22

事務事業名

政
策
体
系

政策

事業費

事業費及び指標の推移

屋外広告物関係事務

目 細目名

事
業
期
間

活
動
指
標

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

嘱託臨時

財
源
内
訳

指標区分

他課の協力分

トータルコスト（ア）＋（イ）

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

３　風土に根ざした美しい景観を育み、継承していきます

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

小施策

千円 137

千円

千円

千円

24年度（実績）

千円

-623 -571

42

点 69 120120

-842

千円

12

30

点

点

届出受理数

許可広告数 1,700

99

成
果
指
標

133 180

72 120



・屋外広告物への適正な措置は必要であるが，現実的な対応としては
十分な議論を経，洗い出し作業等を済ませた後，これまで看過してきた
ことの説明責任を果たしながら，合意形成を図る必要があることから，当
面は現状を維持しつつ，改善できる部分について取り組んでいくことと
する。

【PLAN】事務事業の計画

・未申請・未更新の広告物について，申
請を促し，適正な広告物となるよう指導
する。
・違反広告物の簡易除却の方法として，
市民ボランティア団体への委託による除
却や，一斉清掃活動時に除却する方法
を検討する。

・屋外広告物の許可は法定事務であり，類似事業は
ない。
・簡易除却は，一斉清掃との連携可能性がある。

・未申請・未更新の広告物について，申請を
促し，適正な広告物となるよう指導する。
・違反広告物の簡易除却の方法として，市民
ボランティア団体への委託による除却や，一
斉清掃活動時に除却する方法を検討する。

・違法広告物が氾濫し，市街地の景観及び青少年
の育成に悪影響を及ぼす。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

資源配分 現  状  維  持

①改革・改善案

必
要
性
評
価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必要性

有効性

効率性

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

・未申請・未更新の広告物について，申
請を促し，適正な広告物となるよう指導し
た。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称・屋外広告物のうち，未申請かつ申請が必要
な物件を洗い出すのは，膨大な作業量を要す
る。また，広告主から既得権の主張と新たに手
数料を課すことへの反発が予想される。不公
平とならないよう，ペナルティーを課すかどうか
の議論と合意形成も必要となる。
・撤去した広告物は一定期間保管する必要が
あるため，保管場所の確保と回収方法を検討
する必要がある。

・簡易除却のあり方として，市民ボランティアによる除却活動の検討。

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

・屋外広告物については，良好な景観を形成するために，適正な表示がなされるよう規制
が必要であるが，未申請で設置された既存の広告物は非常に多く，その中には本来表示
できない場所に設置された物件も多い。これらの広告物に対し，適正な措置を講じることが
必要である。
・違反広告物の簡易除却については，より効果的な方法等がないか，検討していく必要が
ある。

全体総括（振り返り，反省点）

・許可を要する屋外広告物の設置は，店舗の新規開設等の際にはその申請がなされるが，必ずしも更新されていない状況にある。また，未申請のま
ま設置された既存の広告物が非常に多い。
・ガードレールや電柱など禁止物件に表示されている，はり札・立て看板等の違反広告物は減少傾向にある。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

・良好な景観を形成するためには，適正な範囲で表示されるよう，屋外広告物に対する規
制が必要である。

【CHECK】事務事業の一次評価

その他

一次評価結果

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

・許可申請が必要であることの周知や，未申請・未更新物件への申請催促などにより，申請
の適正化を図る。
・簡易除却の方法として，年度ごとに重点的に実施する範囲を決めるなど，実施方法の検
討が可能である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

路線

事業費

8,200

3,1660 2,562

H26事業計画 H27事業計画

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続
事
業
期
間

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

２　多彩な交流･連携を支えるネットワークを形成します

都市計画道路再検討事業

都市計画道路

見直対象路線数 路線

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

国庫支出金

千円

102

6,729

0.600 4,500

8,200

22年度（実績）

1.00

9,429

0.290

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

千円

県支出金

地方債

その他

財
源
内
訳

23年度（実績）

千円

千円

2,700

回

【DO】事務事業の実施

事
業
費 千円

2,562

17,031

7,6022,175

調査委託 回

2,175千円

庁内調整会議 2

1

時間外 千円

0

回

回

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

嘱託臨時

千円

0

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

都市計画費一般 土木費

総
合
計
画 ２　生活を支える幹線道路の整備

3

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

事務事業名

1

77

1

38

7

38

21

1

1

1

2

6,000 0

4,400 0

0.800

4,400

38

10

3,166

7,500 7,5001.000

7,718

4,552

160 13052

26年度（目標）

4

7,660

22年度（実績）

06,130

10,5304,737

25年度（実績） 28年度（目標）

検討委員会

24年度（目標）23年度（実績）

15,860 0

28年度（計画）

　笠間市における都市計画道路は，
３８路線（H23.4.1現在），約89,900m
が決定されているが，整備済区間は
全体の約67.2％であり，計画決定後
20年以上を経過して整備未了となっ
ている路線は17路線にのぼる状況と
なっている。
　都市計画決定後，整備未了となっ
ている都市計画道路について，計画
の必要性，事業の支障となる要因等
を評価し，計画の継続，変更，廃止
の方向性を判断し，それに基づいた
都市計画の変更等の手続を行う。

予
算
科
目

都市計画費総務費
負担金の有無実施手法

・都市計画道路の変更手続（変更・
廃止がある場合）

手
段 調査委託

⑥
活動
指標

H28事業計画
・再検討を要する路線について，関
係権利者説明会。
・地元との合意形成。
・代替路線等の新規決定予定路線
の具体的な計画・設計（道路概略設
計，交差点計画等）
・都市計画道路の変更手続（変更・
廃止がある場合）

・都市計画道路の変更手続（変
更・廃止がある場合）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

都市計画道路

職員手当て    103,205円
報償費　          36,000円
旅費                 2,640円
委託料        3,024,000円
　（計）         3,165,845円

共催者・関係団体

都市計画マスタープラン
都市計画法

・再検討を要する路線について，代替路線等の検討も含
め，再編道路網の案を作成するとともに，将来交通量を推
計し，笠間市都市計画道路再検討委員会において存続・変
更・廃止を協議する。

平成26年3月31日
都市建設部 都市計画課

所管省庁評価区分

補助金の有無

評価事業

開始年度

H23 H27

記入日

○

補助率

所属部課名

１　幹線道路

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

計画策定事務

終了年度

事務事業性質
重要事務事業

【PLAN】事務事業の計画

成
果
指
標

目
的

活
動
指
標

25年度（実績）

総合計画実施計画

対
象
指
標

○

会計

国補助

継続

見直対象路線数

路線

細目名

都市計画道路

26年度（計画） 27年度（計画）

根拠法令

４　【事業費の内容（決算額）】

27年度（目標）

単位
④

対象
指標

回

路線

回庁内調整会議
検討委員会

都市計画道路の概要把握・庁内調整

１　【事務事業の全体概要及び背景】

都市計画道路の計画見直し
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

関連計画款 項 目

・今後の道路の取り
扱いについて方針
決定。
・再編道路網の確
定。
都市計画審議会へ
の報告。

３　【年度目標】

都市計画道路再検討事業



・現在の社会経済情勢等を踏まえた都市の将来像に鑑み，都市計画道路のうち整備未了
となっている路線について，計画の必要性や整備の困難性を検証し，計画のあり方につい
て方向性を判断する必要がある。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・都市計画決定は法定事務であるため，当然その見直しも行政の責任において行う必要が
ある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

・見直すべき都市計画道路の計画を，適正なものとすることにより，私権の制限を回避する
とともに，行政資源の的確かつ効率的な投入が可能となる。
・検討に際しては，外部識者等を交えた検討委員会の介在により，開かれた討議により計
画を見直していくことで，より有効なものとなる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

・平成24年度に「笠間市都市計画道路
再検討委員会」を設置し，変更，廃止に
向けた検討を行っている。
・今後，委員会からの提言を受け，計画
変更する路線，変更内容等を十分検討
していく。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

・現在の社会経済情勢を踏まえ，都市計画道路を実態に即したものとし
て再編することは，今後の道路施策上，効率的な整備をするためにも必
要である。また，市民に対して，いたずらに私権を制限することなく，適
正
な都市計画を推進していくことの意思表示ともなる。

拡  　　　　　充

・都市計画決定時と比して，社会経済情勢は大きく変化し，推計人口・交通量等にも乖離が見られるため，適正な計画か検証する必要がある。
・都市計画道路は，区域内の土地所有者等に対して建築制限を課しており，土地所有者等の生活や土地活用にも影響を与えていると考えられる。
また，道路整備は地域環境や住民にとっても大きな影響を与えることから，計画の存否について判断が求められている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・都市計画に関する事業であり，類似する事業はな
い。

・社会の実態にそぐわない都市計画道路が存続する
ことになり，いたずらに私権を制限する可能性があ
る。
・旧来の計画に固執することで，より効果的な整備を
阻害する可能性がある。

名称

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

・都市計画道路区域内の土地所有者等に対し
ては，相当年数の建築制限を課しており，その
生活や土地活用にも影響を与えていると考え
られるため，再検討の考え方については明確
に説明する必要がある。
・都市計画道路は元来，地域交通や地域の発
展に重要な役割を持つことから計画されたもの
であるから，見直しにあたっては地元との合意
形成が必要不可欠となる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

・都市計画を変更する必要のある路線数の増減，計画変更の範囲・内容等により，必要と
なる費用は変わってくることが予想される。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

記入日

・市民及び民間事業者から提出される開発行為許可申請に
対し、笠間市開発事業指導要綱及び都市計画法に規定さ
れる技術基準に基づき、審査・許可及び完了検査を実施す
る。

H26事業計画 H27事業計画
・市民及び民間事業者から提出され
る開発行為許可申請に対し、笠間市
開発事業指導要綱及び都市計画法
に規定される技術基準に基づき、審
査・許可及び完了検査を実施する。

開発行為許可申請に関する審査・許可
開発工事完了後の検査

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

所属部課名

同左

9,439

手
段 回

回

事業費及び指標の推移

26年度（計画）

⑥
活動
指標

細目名 関連計画

開発行為許可申請

開発行為の許可

都市計画法

４　【事業費の内容（決算額）】

⑤
成果
指標

同左

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
的

工事完了に伴う完了検査

開発行為許可申請に係る事前協議

件

回

事前協議に伴う現地確認

活
動
指
標

25年度（実績）

6

7

件

8

60回

8

40

4

6

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

22年度（実績） 23年度（実績）

6

10

補助率

28年度（目標）

12 12

５　事務事業の目的と手段

件

市単独

庁内関係課による開発調整会議
回

共催者・関係団体

終了年度

単年度繰返し

事
業
期
間

義務的事業
都市建設部 都市計画課

平成26年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

―
―

4
評価区分

評価外事業

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

総合計画実施計画

継続

S４９

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

開発許可関係事務

総
合
計
画

小政策
２　拠点づくりと市街地整備

負担金の有無補助金の有無
直営 ―

３　安全で快適な市街地・集落地の形成

開始年度

土木費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・地域の実情に応
じた開発行為の
誘導

３　【年度目標】

時間外手当　　　　244,811円
旅費　　　　　　　　 　17,000円
需用費　　　　　　 　   3,192円
負担金                  10,５00
円

実施手法
都市計画費

④
対象
指標

・市内において行われる、敷地面積
が1,000㎡を超える宅地開発行為に
ついて、笠間市開発事業指導要綱
及び都市計画法に規定される技術
基準等に基づく審査・許可及び完了
検査を行うことにより、地域の実情に
応じた開発行為を誘導し、健全で秩
序あるまちづくりに寄与する。

予
算
科
目

会計
根拠法令

○

24年度（実績）

単位

開発行為の完了検査 件

【DO】事務事業の実施

市民
民間事業者

28年度（計画）23年度（実績） 27年度（計画）

276

318

1.15 8,625 1.08

1,685

9

108

7

310 310

8,250 9,180 1.224 9,180

310310

8

1.224

8,396 9,439

8

10

8

1.10 1.224

279

9,749

9,439

12

8,100

12

10

10,363

60

12

24年度（実績） 25年度（実績）

9,715 9,749

8

12

60

8

26年度（目標）

8

9

60

12

8

8

10

回

回

10

8

10

10

5

8

26件

259

12

27年度（目標）

15対
象
指
標

9,749

259259 259

9,439

開発行為の完了検査

工事完了に伴う完了検査

開発行為許可申請

開発行為許可申請に係る事前協議

開発行為の許可

事前協議に伴う現地確認

庁内関係課による開発調整会議

310

53

53

149 310

9,1801.224

296

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

目
都市計画総務費

成
果
指
標

回

単位

千円

千円

50

指標区分

施策
小施策

款 項
都市計画総務費標準的事業一般

開発行為許可申請に対し、笠間市開発事業指導要
綱及び都市計画法等に基づく審査・許可及び完了検
査を実施し地域の実情に応じた開発行為を誘導する

22年度（実績）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

他課の協力分

地方債

その他

嘱託臨時

時間外人
件
費

千円

事
業
費

財
源
内
訳

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

千円

千円

職員割合

千円

事業費計（ア） 276

14950

千円

千円

千円

9,180

14

8,943

15

50 75

8,4498,993

10,214

件



フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

回

件

件

事業費

282

270

29

29 5,952

H26事業計画 H27事業計画

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続
事
業
期
間

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

建築確認申請等関係事務

住居表示番号の設定 件 2021 18 2017

建物その他の工作物新築届（住居表示）

件

建築パトロール

建築確認申請

建築パトロール

建築確認申請の県への経由

回

20

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

国庫支出金

千円

145

0.444 3,330

282

5,922

22年度（実績）

0.45

145

0.590.50 3,750

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

千円

県支出金

地方債

その他

財
源
内
訳

23年度（実績）

千円

千円

回

【DO】事務事業の実施

―

事
業
費 千円

30

3,520

3,3754,425

4,425千円

建築確認申請に関する問合せ 113

21

145

時間外 千円

3,779

件

回

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

嘱託臨時

千円

3,750

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

都市計画費一般 土木費

総
合
計
画 ３　安全で快適な市街地・集落地の形成

5

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

事務事業名

20

120

20

120

20

3

20

2020

20 20

3

20

3

20

20

20

3

20

3

3

20

2019 13

19

3

17 18

3

2018

41

3,330 0.444 3,330

282 282

0.444

282 282

13

33

3

270

3,375 3,3300.444

3,600

3,330

120

26年度（目標）

120

3,330

22年度（実績）

3,3303,330

3,61210,377

25年度（実績） 28年度（目標）

住居表示番号の設定に伴う現地調査

24年度（目標）

17

118

23年度（実績）

3,612 3,612

28年度（計画）

・建築確認申請に関する審査は、本
市においては県が管轄するものであ
るが、本市で把握している部分につ
いての調査を行うことで県と委託契約
を締結しており、これに基づいた事務
を実施する。
また、友部駅前地区において設定さ
れている住居表示区域内に新築され
た建物について、建築主からの申請
に基づき住居表示番号を設定すると
ともに、問合せ及び申請等について
迅速な対応を行っている。

予
算
科
目

都市計画総務費
負担金の有無実施手法

・市民・民間事業者からの建築確認
申請に関する各種の問合せへの対
応、及び県との委託契約に基づく調
査事務の実施。
・住居表示設定区域内に新築された
建物について、建築主からの申請に
基づく住居表示番号の設定。

手
段

⑥
活動
指標

H28事業計画
・市民・民間事業者からの建築確認
申請に関する各種の問合せへの対
応、及び県との委託契約に基づく調
査事務の実施。
・住居表示設定区域内に新築された
建物について、建築主からの申請に
基づく住居表示番号の設定。また、
住居表示同一番号解消のための枝
番号設定の検討。

同左

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

件

市民
民間事業者

一部委託 ―

需用費　　　　　　　17,183円
委託料　　　　　   252,000円

共催者・関係団体

建築基準法 ・ 住居表示に関する法律

・市民・民間事業者からの建築確認申請に関する各種の問
合せへの対応、及び県との委託契約に基づく調査事務の実
施。
・住居表示設定区域内に新築された建物について、建築主
からの申請に基づく住居表示番号の設定。

平成26年3月31日
都市建設部 都市計画課

所管省庁評価区分

補助金の有無

評価外事業

開始年度

Ｓ２5 単年度繰返し

記入日

―

補助率

所属部課名

２　拠点づくりと市街地整備

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

義務的事業

終了年度

事務事業性質
重要事務事業

【PLAN】事務事業の計画

成
果
指
標

20

3

21

41

目
的

活
動
指
標

25年度（実績）

総合計画実施計画

対
象
指
標

3 3

―

会計

市単独

継続

５　事務事業の目的と手段

建築パトロール
建物その他の工作物新築届（住居表示）

回
件

件

件

細目名

建築パトロール

住居表示番号の設定

26年度（計画） 27年度（計画）

根拠法令

４　【事業費の内容（決算額）】

27年度（目標）

単位

建築確認申請の県への経由

④
対象
指標

回

件建築確認申請に関する問合せ
住居表示番号の設定に伴う現地調査

建築確認申請
住居表示設定申請
建築確認申請台帳の加除・修正
住居表示管理台帳の加除・修正

１　【事務事業の全体概要及び背景】

建築に関し建築基準法に基づく指導・助言の実施、
及び住居表示設定申請に対する迅速な対応
建築確認申請台帳の加除・修正及び住居表示管理
台帳の加除・修正

建築確認申請

⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

関連計画款 項 目

・問合せ及び申請
への迅速な対応

３　【年度目標】

建築確認取扱事務



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

記入日

・市民に対して、広報紙やホームページを利用し、広く事業
内容の周知を図る。
・申請者に対し、耐震診断の対象となる木造住宅かどうかを
確認する。
・木造住宅耐震診断士に耐震診断を委託し、その結果を申
請者に説明するとともに、耐震化に対する意識の啓発を図
る。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
・市民に対して、広報紙やホーム
ページを利用し、さらに行政広告な
どの長期間周知できる媒体を活用し
て、更なる事業内容の周知を図る。
・申請者に対し、耐震診断の対象と
なる木造住宅かどうかを確認する。
・木造住宅耐震診断士に耐震診断を
委託し、その結果を申請者に説明す
るとともに、耐震化に対する意識の啓
発を図る。

茨城県木造住宅耐震診断士による木造住宅耐震診
断の実施

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

所属部課名

同左

0

手
段 箇所

回

事業費及び指標の推移

26年度（計画）

358

⑥
活動
指標

細目名 関連計画

旧耐震基準の木造住宅

木造住宅耐震診断の実施

笠間市耐震改修促進計画
建築物の耐震改修の促進に関する法律

４　【事業費の内容（決算額）】

⑤
成果
指標

135

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
的

広報紙への掲載

戸

ホームページへの掲載

活
動
指
標

25年度（実績）

8160 141

14

20

135

戸

14

2回

2

2

9

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

22年度（実績） 23年度（実績）

2

18

補助率

28年度（目標）

8,100

５　事務事業の目的と手段

戸

国・県補助

公共施設等へのポスター掲示及びチラシ配布
回

共催者・関係団体

終了年度

Ｈ２７

事
業
期
間

１／2

政策的事業
都市建設部 都市計画課

平成26年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

国土交通省
○
―

6
評価区分

評価事業

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

総合計画実施計画

継続

Ｈ２１

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

建築物の耐震化促進事業

総
合
計
画

小政策
６　住　宅

負担金の有無補助金の有無
すべて委託 ―

２　快適な住環境の形成

開始年度

土木費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・20戸の耐震診断
実施

３　【年度目標】

委託料　　　 　105,000円

実施手法
都市計画費

④
対象
指標

・防災（震災）対策の一環として、市
内に存ずる旧耐震基準（昭和56年5
月31日以前の建築基準法）の木造
住宅について、専門的知識を有する
「木造住宅耐震診断士」が耐震診断
を行い、木造住宅の耐震性能の確認
や耐震化に対する意識の啓発を図
る。

予
算
科
目

会計
根拠法令

―

24年度（実績）

346

135

単位

【DO】事務事業の実施

昭和56年5月31日以前の建築基準法（旧耐震基準）
により建築された木造住宅

28年度（計画）23年度（実績）

49 358

27年度（計画）

42 624 40

30

0.55 4,125 0.45

8,3118,364

　

223

40

4,125 3,330 0

0756

9

0.444

3,375 3,330

21

14

0.55 0.444

4,086

3,330

8,152

3,375

8,205

4,545

2

2

24年度（目標） 25年度（実績）

3,435 4,086

2

2

14

26年度（目標）

箇所

2020

14

3戸

2

27年度（目標）

8,258対
象
指
標

0

3,330

旧耐震基準の木造住宅

広報紙への掲載

木造住宅耐震診断の実施

ホームページへの掲載

公共施設等へのポスター掲示及びチラシ配布

223

735

206

420 756

3,3300.444

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

目
都市計画総務費

成
果
指
標

回

単位

千円

千円

288

指標区分

施策
小施策

198

款 項
木造住宅耐震化助成事業一般

旧耐震基準により建築された木造住宅に対し、茨城
県木造住宅耐震診断士を派遣し、木造住宅の耐震
診断の実施

22年度（実績）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

他課の協力分

地方債

その他

嘱託臨時

時間外人
件
費

千円

事
業
費

財
源
内
訳

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

千円

千円

職員割合

千円

事業費計（ア） 105

11775

千円

千円

千円

3,330

12

4,125

2

2 2

4,1104,413

4,125



フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

・東日本大震災の影響や、被災住宅復興支援利子補給事業の開始に
よ
り耐震診断希望者は増加すると思われたが、事業開始から募集戸数に
満たない状況ではあるが、市民から事業に対しての問合せや今後懸念
さ
れる大地震の影響を考慮すると、本事業の周知を徹底して行い事業効

資源配分 現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

・広報紙・ホームページに加え、公共施
設へのポスター掲示及びチラシの配布
（裏面に申込書を印刷したもの）を実施し
た。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

・事業費である木造住宅耐震診断士委託料については、震災から住民の生命・財産を守る
理念について茨城県建築士会の理解、協力により茨城県土木部設計労務単価に若干の
経費を加えた委託金額で設定しているため、更なる削減は難しい。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

事業開始当初から申込件数は募集予定戸数に満たない状況であり、一時的には平成23年度の東日本大震災により木造住宅耐震診断に対する市
民の関心が高まり申込み件数が増えたが、全体的に申込者が少ない状況である。これについては、耐震診断の対象となる旧耐震基準の木造住宅
が建築時から30年以上が経過しており経年劣化等老朽化などの諸理由から、耐震診断を受けない方が多いのが実情であるが、今後も東・南海沖地
震などの大地震が懸念されており、まだ市民からの問合せもあることから、本事業は今後も事業計画期間まで継続する必要がある。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

・今年度も実施予定の20戸を満たしていないのが実情であるが、被災住宅復興支援利子
補給事業と一緒に市民へ周知を徹底することによって、成果向上が期待できる。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

・募集方法の更なる改善
・耐震診断実施後の付加価値の検討

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

・耐震診断実施後の付加価値については、
耐震補強工事費補助等が考えられるが、市
の財政的な問題、また個人住宅については
自助努力を即すことが原則であること等か
ら、
これらを克服することは難しいと思われる。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

・募集方法の更なる改善
・耐震診断実施後の付加価値の検討

・現状では応募者が少ない状況であり、大きな影響
は無いと思われるが、これに変わる手段がない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

・木造住宅耐震診断は茨城県知事が認定した木造
住宅耐震診断士が実施する業務であり一級建築士
等の専門的知識を有することが必要となるため、他
事業との統廃合や連携はできない。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・本市においては東日本大震災での建築物の倒壊は見られなかったが、平成７年の阪神・
淡路大震災では犠牲者の約9割が建築物の倒壊による圧死であった。今後も大地震発生
の
可能性が否定できない状況であることから、市民の生命・財産を守るため、建築物の耐震
化

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・大地震から市民の生命・財産を守るため、木造住宅の耐震化は必要不可欠ではあるが、
事業開始から診断予定戸数に満たない状況である。但し今後も東・南海沖地震などの大
地震が懸念されており、市民からの本事業に対する問合せもあることから、次年度以降は
更なる周知を徹底して事業効果拡大を目指す。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

％

人

・繰越事業
　区画道路及び造成工事　L=170m　A=7,000㎡
　確定測量
・換地処分に係る事務
・清算事務

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
完了

工事費（繰越）　11,544千円
補償費（繰越）　15,829千円
委託料             8,039千円
　繰越分　　       3,182千円
負担金             1,032千円
　繰越分　　       1,196千円

【DO】事務事業の実施

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

25年度（実績）

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

造成整備面積

利用者・地権者

保留地売却率 ％

28

28年度（目標）23年度（実績）

対
象
指
標

19 57

1.90

421

16,171

0

26年度（目標）

14,486

５　事務事業の目的と手段

％⑤
成果
指標

移転者への補償交渉
区画道路の整備、造成工事

ｍ

整備割合
目
的

人

共催者・関係団体

終了年度

Ｈ２５

補助率

建設・整備事業

都市建設部 都市計画課
平成26年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁後期基本計
画重点視点

所属部課名

55/100

記入日
7

評価区分

評価事業

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕 継続

○

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

新規・継続

国土交通省国補助

事
業
期
間

開始年度

Ｈ２０

○

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無 負担金の有無
土地区画整理法根拠法令

公債費

項

１　【事務事業の全体概要及び背景】

予
算
科
目

会計

○

細目名 関連計画目

6,006

24年度（実績）22年度（実績）

事業費及び指標の推移

事業費
直営

実施手法
○

手
段

区画整理地内の有効利用

岩間駅利用者・地権者・近隣住民

特別会計 総務費

　岩間駅舎及び南北自由通路の整
備に合わせて、岩間駅東地区3.1ｈａ
（駅広含む）を区画整理を行い、良好
な魅力ある市街地整備を推進する。

土地区画整理事業費

単位

事業費
総務費

公債費

④
対象
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業完了

３　【年度目標】

清算事務
㎡

23年度（実績）

件
⑥

活動
指標

移転補償対象者契約件数
区画道路整備延長

28年度（計画）26年度（計画） 27年度（計画）

14,729 47,443 14,212

26,398 9,0711,247

6,538

22,500 36,800 11,000

14,250

357

2.10 15,750 15,750

53,200

0

2.10

29

100100

38

5,000 7,000

0 0

00

0

100

170

3,000

100

27年度（目標）

45

0

0

180

119,896 49,851

24年度（目標）

4

9,030

25年度（実績）

0

0

170

0

成
果
指
標

造成整備面積

ｍ

㎡

％

％

7,000

3,000

5,000

0

千円

指標区分

保留地売却率

清算事務

利用者・地権者

移転補償対象者契約件数

整備割合

区画道路整備延長

政策

岩間駅東土地区画整理事業

２　拠点づくりと市街地整備
３　安全で快適な市街地・集落地の形成

小政策
施策

小施策

26,295

236

1.204

総
合
計
画

40,821

19,92014,001

73,207

9,030

89,922 105,410

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

他課の協力分

地方債

その他

嘱託臨時

時間外

職員割合

人
件
費

千円

事
業
費

財
源
内
訳

千円

千円

千円

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

款

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

16,107

364

4 7

89,314 106,093

％

人

単位

千円

件

22年度（実績）



－

【PLAN】事務事業の計画

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　岩間駅舎及び東西自由通路の整備に合わせて、良好な魅力ある市街地整備を促進する
ためには必要である。

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　事業完了。
　今後は、事業により新たに生み出された良好な宅地である保留地の
利用増進を目的に、保留地販売促進を継続する。

資源配分

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　道路の整備基準の見直しや、既存側溝の再利用など経費の縮減に努めてきた。地価下
落による保留地処分金の減額が予想されるが、これ以上の事業費削減は難しい。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

名称

　工事最終年度を向かえ、事業の休止、廃止は考え
られない。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　前年度と比べることは業務の性質上できない。成果の波及効果については、区画整理前
の土地の形状では駅東の土地の有効利用は不可能であったが、整理後は整然とした区画
で、またすべての土地が区画道路に面するため、有効利用が図れる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

　地価下落がつづき、土地売買の動きが鈍く保留地の販売にも支障が出ている。また、当初の販売予定価格を見直し、時価に合わせた価格を設定
しなければならない。

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　区画道路や画地の整備を進めるとともに、２３年度から７区画の保留地販売を開始し、７
区画の販売が終了した。
　２４年度販売を開始した保留地についても新聞、ホームページ等媒体や不動産業者など
の協力を仰ぎ、販売を推進していく。



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

記入日

未契約分の契約
　（４筆　3,610㎡　　専用住宅１棟）

道路改良工事　L=400ｍ
交差点協議

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
道路改良工事　L=280ｍ
歩道工事　L=440m
街路灯・街路樹

用地買収、物件補償

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

所属部課名

交差点改良
歩道工事　L=240m
舗装工事　L=680ｍ

27,700

0

手
段 ％

％

事業費及び指標の推移

26年度（計画）

35,750

⑥
活動
指標

細目名 関連計画

地権者・権利者

車での移動時間

上下水道事業

４　【事業費の内容（決算額）】

⑤
成果
指標

完了

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
的

測量・設計

人

用地・補償交渉

活
動
指
標

25年度（実績）

7,392

5,700

人

23

％ 80

0

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

22年度（実績） 23年度（実績）

10

補助率

28年度（目標）

５　事務事業の目的と手段

分

国補助

工事
％

共催者・関係団体

終了年度

H27

事
業
期
間

55%

建設・整備事業

都市建設部 都市計画課
平成26年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

国土交通省
○
○

8
評価区分

評価事業

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

総合計画実施計画

継続

H21

新規・継続

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

社会資本整備総合交付金事業
岩間駅東大通り線（延伸部）

総
合
計
画

小政策
１　幹線道路

負担金の有無補助金の有無
直営 ―

２　生活を支える幹線道路の整備

開始年度

土木費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

買収完了
工事着手

３　【年度目標】

・工事費　       20,740千円
　　繰越分　     33,849千円
・用地費　         6,632千円
　　繰越分　     58,647千円
・補償費　       13,504千円
　　繰越分　     24,799千円
・委託（繰越含）　3,003千円

実施手法
都市計画費

④
対象
指標

　都市計画道路岩間駅東大通線は
駅東口からまちづくり交付金事業で
整備を進めていた。
　本事業は、都市計画道路日吉町古
市との交差点部付近から国道355号
バイパスまでを延伸し整備するもの
で、アクセス性の向上を図り、都市の
健全な発展に寄与するものである。
L=680m,W=6.0/20.0m
C=830,000千円
H21～H27
H22　 測量・設計、補償調査、不動産鑑
定
Ｈ23　用地買収、補償
Ｈ24　用地買収、補償
Ｈ25　用地買収、補償、工事
Ｈ26　工事
Ｈ27　工事

予
算
科
目

会計
根拠法令

―

24年度（実績）

36,637

単位

工事進捗状況 ％

【DO】事務事業の実施

地権者・利用者

28年度（計画）23年度（実績）

84,080 27,500

27年度（計画）

21,375

2,068

3,855

28,400 82,700 73,239

235

0.85 6,375 0.85

0

7

0

1,550

5,250 11,250 0

065,000

10

0.964

7,306 7,230

10

45

60

0.70 1.500

787

76,250

11,250

6,375

12

198,169

50

24年度（目標） 25年度（実績）

168,404 61,250

32

26年度（目標）

3

％

10

100

10

10

10分

27年度（目標）

25対
象
指
標

0

11,250

工事進捗状況

地権者・権利者

測量・設計

車での移動時間

用地・補償交渉

工事

1,125

66,614

1,577

192,132 50,000

11,2501.500

931

２　多彩な交流･連携を支えるネットワークを形成します

目
街路事業費

成
果
指
標

％

単位

千円

千円

13,440

指標区分

施策
小施策

104,154

款 項
駅東大通線整備事業（延伸部）一般

利用者の利便性を図る。

22年度（実績）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

他課の協力分

地方債

その他

嘱託臨時

時間外人
件
費

千円

事
業
費

財
源
内
訳

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

千円

千円

職員割合

千円

事業費計（ア） 161,174

3,210348

千円

千円

千円

7,230

10

6,610

40

20

73,92020,050

6,037

％



フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

　新たな岩間駅東口と国道３５５号バイパスが接続されることは、地域の
発展そして駅の利用者の利便性の向上につながる。
　また、道路沿線の土地利用が期待される。

資源配分 現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
　用地取得費や補償費等の算出において、年度見直しを行い、適正な費用算出を行う。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

特になし

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　事業が完了してからでなければ、効果は現れない。岩間駅東口と国道３５５号バイパスが
アクセスすれば、その沿線開発が見込まれる。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　岩間駅東口と国道３５５号バイパスが接続されることは、地域の発展に必要不可欠であ
る。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　今年度については、東日本大震災の影響により用地交渉の時期が遅れたことや、国庫補
助金の追加内示が年度末となったことから、繰越金が多く発生した。来年度で用地取得を
完了させる予定であることから、引続き用地取得に努力する。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他



##
都市建設部 都市計画課

一般 土木費 都市計画費 公園費

２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

都市公園台帳の整理。
業務発注。
庁内調整会議。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

所属部課名

記入日

手
段

都市公園

活
動
指
標

25年度（実績）

箇所

00

庁内調整会議

26年度（計画） 27年度（計画）

所管省庁

国補助 国土交通省

28年度（目標）

0

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
的

根拠法令都市公園長寿命計画策定事業

年度内策定

３　【年度目標】

委託費　     5,828千円
備品購入費  　294千円

対
象
指
標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

22年度（実績） 23年度（実績）

共催者・関係団体

終了年度

H25

補助率 ５０％

計画策定事務

9
評価区分

評価事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策総
合
計
画

２　公園・緑地
１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

項

新規・継続

都市公園長寿命化計画策定

２　都市公園等の整備
目

事
業
期
間

開始年度

H25

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕 新規

細目名 関連計画

実施手法

補
助
単
独
区
分

予
算
科
目

会計 款

１　【事務事業の全体概要及び背景】

都市公園法
負担金の有無

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ― ―

22年度（実績） 24年度（実績）

【DO】事務事業の実施

全市民

５　事務事業の目的と手段

⑤
成果
指標

単位

都市公園内に設置されている遊具の安全確保、バリ
アフリー化を予防保全的に推進するための計画策
定。

現況の把握

回

千円

28年度（計画）23年度（実績）

3,060

3,062

00 0 0

00

0.00 4,1400.552 00

4,140

25年度（実績）

10,262

2

0

0

0

27年度（目標）

23

0

都市公園

トータルコスト（ア）＋（イ）

指標区分 単位

千円

回庁内調整会議

26年度（目標）

0

0

人
件
費

6,1220 0 0 0

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

他課の協力分

地方債

時間外

千円

千円

職員割合

その他

千円

嘱託臨時

千円

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

④
対象
指標

　都市公園長寿命化計画は、地方公
共団体における公園施設の計画的
な維持管理の方針を定めるものであ
り、公園施設の安全性確保と機能保
全を図るものである。また、平成26年
度以降に公園施設の更新を「社会資
本整備総合交付金」により実施する
場合、その計画に基づく管理を実施
しているものに限定されるため、H25
年度中に策定する。

0

24年度（目標）

0

0

箇所

成
果
指
標



　計画策定業務の完了に伴い、今後、この計画を基本に、関係各課と、
さらなる費用対効果の検討を行い、国庫補助金を活用しながら、計画策
定目的の達成を図る。

フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

資源配分 －

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③前年度の改革・改善案

都市公園庁寿命化計画公に基づき園施設の計画的な維持管理を行うことにより、公園施
設の安全性確保と機能保全が図れる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

公園施設の計画的な維持管理の方針を定めるものであり、公園施設の安全性確保と機能
保全が図れる。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

公園施設の計画的な維持管理を行うことにより、公園施設の安全性確保と機能保全が図れ
ることから，公園利用者の安全で安心な余暇活動が行える。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

公園施設の更新を「社会資本整備総合交付金」により実施する場合、その計画に基づく管
理を実施しているものに限定されるため、本計画を策定することにより交付金の活用ができ
る。

　平成２４年度に笠間市都市公園条例で新たに設置基準を定めたが、その条例に則した公園とするためには、一定の財源がなければ改善が進まな
い。長寿命化計画に沿って、計画的に遊具の更新、公園のバリアフリー化を図って行きたい。



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

件

事業費

800

1,7440 0

H26事業計画 H27事業計画

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続
事
業
期
間

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

被災住宅復興支援利子補給補助金
交付事業

東日本大震災の被災住宅

被災住宅への利子の補給 件

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

国庫支出金

千円

4,300

159

0.700 5,250

3,800

22年度（実績）

0.70

639

0

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

千円

県支出金

地方債

その他

財
源
内
訳

23年度（実績）

千円

千円

回

【DO】事務事業の実施

―

事
業
費 千円

5,889

5,2500

0千円

広報誌への掲載

時間外 千円

0

回

回

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

嘱託臨時

千円

0

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

災害救助費一般 民生費

総
合
計
画 ２　快適な住環境の形成

10

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

事務事業名

2

２

２

2

6,600

200200

２

52

6,600

32

6,600

15

22

5,250 0.700 5,250

5,400 6,800

0.700

1,100 1,300443

5,250 5,2500.700

6,994

5,250

２

26年度（目標）

2

5,250

22年度（実績）

5,2505,250

10,6500

25年度（実績） 28年度（目標）

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへの掲載

24年度（目標）

2

23年度（実績）

9,050 12,050

28年度（計画）

被災者生活再建支援制度の補完
を目的とし、被災者が金融機関等か
らの借入金を利用して自己用住宅の
復旧（補修等）を行う場合に利子補
給額を補助することにより、被災者の
負担軽減を図る。

平成25年度には、多くの市町村か
ら期間延長要望があったため県は事
業の受付期間を延長することにし、よ
り多くの被災者を支援できるようにし
た。

当市においても、同様により多くの
被災者に支援ができるように、事業の
期間延長を行った。
（事業対象平成２７年3月31日まで
に、融資を受けた方で申請期限は同
年12月２８日まで）

予
算
科
目

災害救助費
負担金の有無実施手法

・市民に対して、広報紙やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
を利用し、広く事業内容を周知する。
・利子補給

手
段

⑥
活動
指標

H28事業計画
・市民に対して、広報紙やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
を利用し、広く事業内容を周知する。
・利子補給

・受付事務は終了
・利子補給

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

東日本大震災により、大規模半壊以下の判定を受け
金融機関から融資を受けた方

直営 ○

補助金　　　１，744,207円

共催者・関係団体

・市民に対して、広報紙やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを利用し、広く事業内
容を周知する。
　 事業期間が平成２６年３月３１日までであったが、要綱を
改正し、期間の一年間延長を行い平成２７年３月３１日とし
た。

平成26年3月31日
都市建設部 都市計画課

所管省庁評価区分

補助金の有無

評価事業

開始年度

Ｈ24 Ｈ3２

記入日

○

補助率 1％

所属部課名

６　住　宅

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

政策的事業

終了年度

事務事業性質
重要事務事業

【PLAN】事務事業の計画

成
果
指
標

目
的

活
動
指
標

25年度（実績）

480 1,301

総合計画実施計画

対
象
指
標

6,600 6,600

○

会計

県補助 茨城県

継続

５　事務事業の目的と手段

被災住宅への利子の補給

件

細目名

東日本大震災の被災住宅

3,000 5,500

26年度（計画） 27年度（計画）

根拠法令

４　【事業費の内容（決算額）】

27年度（目標）

単位
④

対象
指標

件

回広報誌への掲載
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへの掲載

利子の補助

１　【事務事業の全体概要及び背景】

住宅の補修等のため金融機関からの借入に係る利子
の補助

⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

関連計画款 項 目

早期の利子補助

３　【年度目標】

被災住宅復興支援事業



本制度は、あくまで被災者個々の意思による申請であるため予想も立てにくいが、現在も
引続き制度利用希望者からの問合せもあることから、多くの被災者の負担軽減を図るため
引続き制度を実施する。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

東日本大震災被災住宅等対象者への、被災者生活再建支援制度の補完を目的としてお
り、市が窓口として申請を取りまとめ、補助申請等の諸手続きを行うことにより、被災者の負
担軽減および公平性が確保され適切である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

制度について被災者に広く周知することにより、制度利用者の増加が見込まれ向上の余地
がある。（但し、申請はあくまで被災者個々の意思によるものであるため、予想は難しい。）

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

・広報紙・ホームページ等により年２回実
施した。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

・各金融機関等からの利子補給率を補助することは、東日本大震災で
被災者生活再建支援制度を受けられなかった方の負担軽減となる。

現  状  維  持

東日本大震災では市内の殆どの住宅が被害を受けたが、被災者生活再建支援制度の対象となるものは少なく、これら制度の補完を目的とし、被災
住宅の復旧（補修等）を民間金融機関からの借入金を利用して行う場合に利子を助成することで被災者の負担軽減を図るものであり、現在も引続き
市民より、制度の概要や申請期間などについての問合せがある状況。

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

・特になし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・住宅被災復興支援事業補助金交付と既に連携し
ている。

・本事業は、当市の被災家屋半壊・一部損壊家屋に
ついて市独自の支援制度としての位置づけであるこ
と。休止、廃止すると、他市町村と比較され問題の発
生が予想されるため。当事業を継続実施する。

名称

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

・制度活用について広報紙および市ホーム
ページにて広く周知する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

本制度は、被災者に対し各金融機関からの借入金に対する利子を補給するものであり、個
人によって借入額も金利も一律ではないため、予想は難しく削減の余地はない。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある



都市建設部 都市計画課

２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成26年3月31日記入日

全体計画変更に伴う国、県及び庁内調整事務

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
稲田駅前広場整備　A=350㎡
県道稲田停車場線歩行者空間整備
A=730㎡

　石の百年館からの連続性を持たせ、石
のまちを強くイメージした空間を創出す
る。

- -

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

所属部課名

手
段

　北ｹﾞｰﾄ広場整備工事

人

　歩道景観整備工事

　満足度の向上（観光動向調査）
　来訪者の増加(笠間工芸の丘入場者

100
活
動
指
標

25年度（実績）

9,100

0

所管省庁

国土交通省国補助
○

建設・整備事業

北ｹﾞｰﾄ広場（ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ）整備　Ａ＝300
㎡
　入り口付近の市有地（道路）を利用し，
芸術の森公園の入口らしい焼物等を利
用した、歩行者が休憩できるポケットパー
クを設置し、地場産材のPRを図る。
歩道整備工事　Ｌ＝100ｍ
　芸術の森公園北口ゲート入り口の歩道
を景観整備することにより，魅力の創出を
図る。

％
⑥

活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
的

変更計画策定

単位

　歩道景観整備 ｍ

３　【年度目標】

　地場産材を活用した広場整備

対
象
指
標

人

％

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

23年度（実績）

　笠間芸術の森公園の入り口らしい笠間焼等を活かした広
場を整備し地場産材のＰＲを図ると共に、歩道の高質化
（景観整備）を行うことによりイメージアップを図る。

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

27年度（計画）

22年度（実績）

事業費及び指標の推移

28年度（目標）

14,000

26年度（計画）

6,426

243,200

５　事務事業の目的と手段

％

箇所⑤
成果
指標

　北ゲート広場整備工事（ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ）
　歩道景観整備工事

％

共催者・関係団体

終了年度

H27

補助率 40％

11
評価区分

評価事業

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕 新規

負担金の有無
土木費

款 項

都市計画費

開始年度

H25

細目名 関連計画 都市再生整備計画

実施手法
根拠法令

補
助
単
独
区
分

市道（笠）２３５０号線

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

④
対象
指標

　歴史的資源・芸術・伝統文化をはじ
め，自然環境を背景とした多くの観
光資源に恵まれた環境拠点として，
人と環境にやさしい観光基盤整備を
行う。
H26
　稲田駅前広場整備
　　　　　　　　　　　　　　Ａ＝350㎡
　県道稲田停車場線歩行者空間整
備　　　　　　　　　　　Ａ＝730㎡

Ｈ27
　北ｹﾞｰﾄ広場整備工事(ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ)
　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ＝300㎡
　歩道景観整備工事　　　Ｌ＝100ｍ

予
算
科
目

会計

１　【事務事業の全体概要及び背景】

　地域住民及び笠間芸術の森公園利用者（観光客
等）

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

-

19,950

--

-

00

539

0 0

016,065

0.000

0

00 7,710

0

26年度（目標）25年度（実績）

7,7101.028

65

16,065

0

35,0000 7,710

24年度（目標）

1

100

箇所

100

27年度（目標）

0

0

指標区分

　歩道景観整備

　来訪者の増加(笠間工芸の丘入場者数）

　満足度の向上（観光動向調査）

　北ｹﾞｰﾄ広場整備工事

　地場産材を活用した広場整備

　歩道景観整備工事

成
果
指
標

％

単位

千円

千円

％

千円

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

芸術の森公園北ゲート広場及び歩
道整備事業

２　公園・緑地
２　都市公園等の整備

小政策
施策

小施策

新規・継続

35,000

総
合
計
画

1,050

0

-

0 0 0

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

他課の協力分

地方債

その他

嘱託臨時

時間外

千円

職員割合

人
件
費

千円

事
業
費

財
源
内
訳

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

土木費
一般
一般

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

目
芸術の森公園及び愛宕山周辺整備事業 北ゲート広場
芸術の森公園及び愛宕山周辺整備事業

都市計画費

事
業
期
間

0

0

ｍ



フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

　多様のイベントが行なわれ、年間を通し多くの観光客が訪れる笠間芸
術の森公園（イベント広場）の入り口であり、笠間焼等の地場産材を活
用した広場及び歩道景観を整備することにより、イメージアップが図られ
更なる観光来訪者の増加が期待できる。資源配分 現  状  維  持

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　荒地となっている旧道路敷地を活用した事業であり、除草等の維持管理の削減及び景観
の向上が図られるため、有効性の高い事業である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　平成２３年度に笠間芸術の森公園及び愛宕山周辺のにぎわいを創出するため、社会資本総合整備計画「笠間芸術の森公園及び愛宕山周辺地
区都市再生整備計画」に位置づけされ、平成２３年度から平成２７年度の５ヶ年計画により、関連事業（市道（笠）２３３６号線［ギャラリーロード］等）と
併せて進めている。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　都市再生整備計画に計画された他の事業と組み合わせることにより、提案事業（効果促
進事業）が補助事業として実施できるため、有効性が高い事業である。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　観光拠点の笠間芸術の森公園の入り口であり、地場産材の活用により笠間焼等のＰＲが
図れると共に、ギャラリーロードと併せて整備することで観光客の回遊性を高められるため
必要性が高い事業である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　ギャラリーロードに併せて、地域住民の意見を取り入れた住民参加による笠間らしい歩道
景観を整備することにより、観光客の回遊性を高められるため、補助事業期間内の早期完
成に向けて実施する。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

人

筆

事業費

5,7120 0

H26事業計画 H27事業計画

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続
事
業
期
間

２　多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３　交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

安居工業地域整備基本構想策定事
業

道路改良率 ％

％

地区内土地所有者

区画道路地権者

新規進出事業者

整備進捗率

社

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

国庫支出金

千円

0.420 3,150

0

22年度（実績）

0.00

0

0

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

千円

県支出金

地方債

その他

財
源
内
訳

23年度（実績）

千円

千円

件

【DO】事務事業の実施

―

事
業
費 千円

0

00

道路改良工事 ｍ

0千円

用地補償

時間外 千円

0

件

件

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

嘱託臨時

千円

0

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

4都市計画費一般 ７土木費

総
合
計
画 １　新たな産業拠点の形成

12

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

事務事業名

137

38

0 0

0 0

5,712

0 0

8,862

3,150

26年度（目標）

0

22年度（実績）

00

00

25年度（実績） 28年度（目標）

物件補償

24年度（目標）23年度（実績）

0 0

28年度（計画）

　本地区は市の南東部に位置し，市
の都市計画マスタープランにおい
て，恵まれた交通利便性を背景に多
様な産業の立地集積を目指す地区
として位置付けており，適正かつ合
理的な土地利用と周辺環境と調和し
た街並みを形成するため「安居・押
辺地区地区計画」を定めている。
　道路等の基盤施設の計画的な整
備を行い，良好な市街地環境を創出
する。

予
算
科
目

1都市計画総務費
負担金の有無実施手法

手
段 道路改良工事

⑥
活動
指標

H28事業計画

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

％

安居・押辺地区計画土地所有者，事業者

一部委託 ―

委託料     5,712,000円
　（計）      5,712,000円

共催者・関係団体

都市計画マスタープラン
都市計画法

安居工業地域整備基本構想策定業務委託

平成26年3月31日
都市建設部 都市計画課

所管省庁評価区分

補助金の有無

評価事業

開始年度

H25 H25

記入日

○

補助率

所属部課名

２　工　業

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

計画策定事務

終了年度

事務事業性質
重要事務事業

【PLAN】事務事業の計画

成
果
指
標

目
的

活
動
指
標

25年度（実績）

総合計画実施計画

対
象
指
標

―

会計

市単独

新規

５　事務事業の目的と手段

新規進出事業者

人
筆

％

細目名

地区内土地所有者

道路改良率

26年度（計画） 27年度（計画）

根拠法令

４　【事業費の内容（決算額）】

27年度（目標）

単位

整備進捗率

④
対象
指標

ｍ

社

件用地補償
物件補償

都市基盤施設整備の具体化を図るため，都市基盤を
面的かつ計画的に整備を行う基本構想を策定すると
ともに，概算工事費の算出や事業化の検討を踏まえ
た事業実施の実現性の可否等を検討する。

１　【事務事業の全体概要及び背景】

地区計画区域内の土地利用の向上，産業の集積

区画道路地権者

⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

関連計画款 項 目

・基本構想の策定
・概算工事費の算
出
・事業化の検討を踏
まえた事業実施の
実現性の可否等の
検討

３　【年度目標】

7安居工業地域整備基本構想策定事業



・都市基盤を面的かつ計画的に整備を行う基本構想を策定することにより，都市基盤施設
整備の具体化を図るための作業が行える。
・概算工事費の算出や事業化の検討を踏まえた事業実施の実現性の可否等を検討するこ
とにより，実効性が高まる。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
・道路等の基盤施設の計画的な整備を行い，良好な市街地環境を創出することができる。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
・地区計画区域内の土地利用の向上，産業の集積が図れる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

企業誘致推進事業

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　平成２５年度に策定した基本構想に基づき，地元説明会及び地権者
の土地活用意向調査を実施し，具体的な開発の可能性・事業手法（規
模・位置・経費等）を検討していく。
　平成２６年度以降「安居工業地域整備推進事業【新規】」として施設の
整備を含め多様な産業の立地誘導を推進する。

－

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・安居・押辺地区については，上位計画において多
様な産業の立地誘導を図る地区として位置づけてい
ることから，新たな産業拠点の整備促進が図れなく
なる。

名称

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

・入札による業務委託であることから，事業費の削減を図ることは難しい。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある


